
○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

単位：百万円

①産業廃棄物排出量及びマニフェストの利用件数の多い業種を対象に12回開催。
②新規加入者においても操作を容易に習得できるよう、簡易版の操作マニュアルを作成して周知。
③電子マニフェストインストラクタを14名養成。都道府県産業廃棄物協会等の依頼を受け1513名に対し説明を実施。
④普及・広報活動の全体ストーリーを調整し、効率的かつ効果的な普及・広報活動の実例を基に、排出事業者・収集運
搬業者・処分業者の別・業種別に普及方策等について検討を実施。
⑤平成20年度から継続して電子マニフェストシステムの機能強化を実施し、携帯電話対応のシステム機能を構築。

平成16年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①業界別電子マニフェスト事例発表会の実施：都道府県・政令市との連携により、ブロック別・業界別に効果的な説明
会を実施。
②電子マニフェストシステム普及ツールの作成及び周知：操作を容易に習得できるようマニュアルを作成して周知。
③電子マニフェストインストラクタの設置：電子マニフェストの運用方法や操作方法等を説明できるインストラクタをブロッ
ク別に配置し、効率的に説明を行い、電子マニフェストの普及促進を図る。
④電子マニフェスト普及・広報検討会の設置及び運営：電子マニフェスト普及方策、広報内容等の検討。
⑤電子マニフェストシステムの機能強化：利用者の利便性を向上させ、安定・安全・信頼性のあるシステムを構築。

排出事業者・収集運搬業者・処分業者にとって情報管理の合理化につながるとともに、偽造がしにくく、不法投棄等の
不適正処理の防止に資する電子マニフェストの普及を促進する。

廃棄物・リサイクル対策部

一般会計

担当部局庁

廃棄物・リサイクル対策の推進

執行率 92% 97% 99%
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事業番号 １３５

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)
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ＩTを活用した循環型地域づくり基盤整備事業
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内閣総理大臣を本部長とするIT戦略本部において決定された「ＩＴ新改革戦略」において、電子マニフェストの普及率を
平成22年度までに50％とする普及目標が設定されており、電子マニフェストの普及拡大が求められている。排出事業
者や処理業者等に対する電子マニフェストの説明会の開催や、システムの利便性の向上等、一層の普及拡大のため
の各種事業が適切に実施されるよう、重点的・効果的な予算の執行・業務の実施を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

90 155

19年度 20年度 21年度

執行額 82

予算額(補正後） 159

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース)

関係する計
画、通知等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45
年法律第137号）第12条の５（電子情報処理組
織の使用）等

ＩＴ新改革戦略（平成18年１月19日IT戦略本部決定）

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 産業廃棄物課

上位政策

産業廃棄物課長
坂川　勉

0 0 0

154

149 158

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

年度末に事業者から提出される事業実施報告書により、書類審査を行うとともに、必要に応じて打合せを行うなど、適
宜連絡を取っており、その都度進捗状況の確認を行っている。また、事業実施にあたり課題が生じた場合はその都度、
協議を行い、必要な助言及び指導を行っており、事業実施状況の把握に努めている。請負者は、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第13条の２に基づき、電子マニフェストの運営、管理及びプログラム、データの作成等を行う唯一の団
体として指定されている。電子マニフェストシステムの機能強化等について、確実かつ効率的に業務を実施することに
より、当初想定された成果が得られたことを確認しており、事業実施状況を適切に把握している。



環境省
158百万円

本事業が滞りなく確実・高品質に、かつ、効率的に
業務が実施されるよう請負者を管理・監督

【随意契約】

A．（財）日本産業廃棄物処理事業振興センター
158百万円

①業界別電子マニフェスト事例発表会の実施
②電子マニフェストインストラクタの設置

③電子マニフェスト普及・広報検討会の設置及び運営
④電子マニフェストシステムの機能強化

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)



費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

A.（財）日本産業廃棄物処理事業振興センター E.

使　途
金　額
(百万円）

雑役務費 システム機能強化・普及啓発事業 158

計

費　目 使　途
金　額
(百万円）

0計 158

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


